
業績指標１ 

 最低居住面積水準未満率 

 

 

（指標の定義） 

健康で文化的な住生活を営む基礎として必要不可欠な住戸規模（最低居住面積水準）未満の住宅に居住する世帯

の割合。（Ａ／Ｂ） 

※Ａ：最低居住面積水準未満世帯数 Ｂ：主世帯総数 
注 最低居住面積水準（住生活基本計画（全国計画）において設定）の概要 

  (1)単身者           ２５㎡  

  (2)２人以上の世帯  １０㎡×世帯人数＋１０㎡ 

注 主世帯：一住宅に一世帯が住んでいる世帯の他、同居世帯のある場合は、そのうち主な世帯を主世帯という。 

（目標設定の考え方・根拠） 

健康で文化的な住生活を営む基礎として必要不可欠な水準として、「住生活基本計画（全国計画）」（平成 28 年 3月

18 日閣議決定）に基づき、最低居住面積水準未満世帯の早期解消を目指す。 

（外部要因） 

世帯構成の変化、平均年収の推移、居住ニーズの多様化等 

（他の関係主体） 

 民間事業者等 

（重要政策） 

 【施政方針】 

  なし 

 【閣議決定】 

・住生活基本計画（全国計画）（平成２８年３月１８日） 

 【閣決（重点）】 

  なし 

 【その他】 

  なし 

 

過去の実績値 （暦年） 

Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ 

４.２％ － － － 

 

 

 
 

評 価 

 

Ｎ 

 

目標値：早期に解消（平成３２年） 

実績値：４.２％ （平成２５年度） 

    － （平成２８年度） 

初期値：４.２％ （平成２５年） 



主な事務事業等の概要 

・住宅ローン減税や認定長期優良住宅の新築等をした場合の所得税額の特別控除、住宅取得等資金に係る相続時精

算課税制度の特例措置、住宅取得等資金に係る贈与税の非課税措置、住宅用家屋の所有権登記等に係る登録免許

税の特例措置、住宅の取得に係る不動産取得税の特例措置、新築住宅のみなし取得時期等に係る不動産取得税の

特例措置、新築住宅に係る固定資産税の減額措置、住宅金融支援機構の証券化支援事業、買取再販で扱われる住

宅の取得に係る特例措置等により、良質な持家取得を促進する。 

・居住用財産の買換えや譲渡に係る課税の特例措置により、多様なライフステージに応じた円滑な住み替えや新生

活への再出発を支援する。 

・地域優良賃貸住宅制度において、賃貸住宅の整備等に要する費用に対する助成等を行い、高齢者世帯、障害者世

帯、子育て世帯等各地域における居住の安定に特に配慮が必要な世帯の居住の用に供する居住環境が良好な賃貸

住宅の供給を促進する。 

・都市再生機構（ＵＲ）による民間供給支援型賃貸住宅制度により、良質な賃貸住宅の供給を促進する。 

・高齢者の所有する戸建て住宅等を、広い住宅を必要とする子育て世帯等へ賃貸することを円滑化する制度により、

高齢者の高齢期の生活に適した住宅への住み替え等を促進する。 

・高齢者居住安定基金による家賃債務保証制度により、子育て世帯等の入居の円滑化を支援する。 

・特定住宅地造成事業等のために土地等を譲渡した場合の譲渡所得の特別控除や優良住宅地の造成等のために土地

等を譲渡した場合の長期譲渡所得の課税の特例、特定市街化区域農地の固定資産税の課税の適正化に伴う宅地化

促進臨時措置法による貸家住宅に係る固定資産税の特例措置により、居住の安定確保と暮らしやすい居住環境・

良質な住宅ストックの形成を促進する。 

・低額所得者等に対する公平・的確な公営住宅の供給を促進する。 

 

測定・評価結果 

目標の達成状況に関する分析 

（指標の動向） 

― 

（事務事業等の実施状況） 

・住宅ローン減税等の税制の特例措置により優良な持家の取得を促進した。 

・住宅金融支援機構の証券化支援事業等により、良質な持家の取得を促進した。 

（証券化支援事業 平成２７年度実績：８５,２７８戸、平成２８年度実績：１１７,５６８戸） 

 ・買取再販で扱われる住宅の取得に係る登録免許税・不動産取得税の特例措置により質の高い既存住宅の取得を

促進した。 

・社会資本整備総合交付金の活用等による、地域優良賃貸住宅等の良質な賃貸住宅の供給を促進した。 

（平成２７年度整備戸数実績：306 戸） 

・都市再生機構（UR）による民間供給支援型賃貸住宅制度により、良質な賃貸住宅の供給に係る取組みを行った。 

 （平成２６年度実績：１地区において公募実施（事業者決定済み）） 

・高齢者の所有する戸建て住宅等を、広い住宅を必要とする子育て世帯等へ賃貸することを円滑化する制度によ

り、高齢者の高齢期の生活に適した住宅への住み替え等を促進した。（平成２８年度までの累計実績：８９５

戸） 

・低額所得者等に対する公平・的確な公営住宅の供給を促進した。 

（平成２７年度整備戸数実績：17,372 戸） 

 

課題の特定と今後の取組みの方向性 

・実績値が把握出来ておらず、目標の達成状況について判断できないため、Ｎと評価した。 

・実績値の評価や課題の特定、今後の取組みの方向性の提示にあたっては、これまで講じてきた事務事業の実施状

況等に対する評価のほか、世帯構成の変化、平均年収の推移等の外部的要因が与える影響についても考慮しつつ、

検討を行っていく必要がある。 

・本業績指標は、政策上も重要なことから、平成２８年度に新たな措置を講じるとともに、今後も、住生活基本計

画（平成２８年３月１８日）で定められている通り、平成３７年度を目標年度とし健康で文化的な住生活を営む

基礎として、早期に解消を図ることを目指す。 

 

担当課等（担当課長名等） 

担当課：住宅局住宅政策課（課長 阿萬 哲也） 

関係課：住宅局総務課民間事業支援調整室（室長 中尾 晃史） 

    住宅局住宅総合整備課（課長 高橋 謙司） 

    住宅局住宅総合整備課住環境整備室（室長 澁谷 浩一） 

    住宅局安心居住推進課（課長 石坂 聡） 

土地・建設産業局企画課（課長 須藤 明夫） 

土地・建設産業局不動産市場整備課（課長 井崎 信也） 

 



業績指標２ 

 子育て世帯における誘導居住面積水準達成率（①全国*、②大都市圏*） 

 

 

（指標の定義） 

子育て世帯のうち、豊かな住生活の実現の前提として多様なライフスタイルに対応するために必要と考えられる

住戸規模(誘導居住面積水準)を満たす住宅に居住する世帯の割合（Ａ／Ｂ） 

①※Ａ：子育て世帯のうち、誘導居住面積水準を達成している世帯数 Ｂ：子育て世帯総数 

②※Ａ：大都市圏の子育て世帯のうち、誘導居住面積水準を達成している世帯数 Ｂ：大都市圏の子育て世帯総数 
注１ 子育て世帯：構成員に１８歳未満の者が含まれる世帯 

注２ 誘導居住面積水準・・・住生活基本計画(全国計画)において設定 
 (１)一般型誘導居住面積水準・・・都市の郊外及び都市部以外の一般地域における戸建住宅居住を想定 

   ①単身者 ５５㎡  (ただし、単身の学生、単身赴任者等であって比較的短期間の居住を前提とした面積が確保されている場合は、 

この面積によらないことができる。) 

   ②２人以上の世帯 ２５㎡×世帯人数＋２５㎡ 

 (２)都市居住型誘導居住面積水準・・・都市の中心部及びその周辺における戸建住宅居住を想定 

   ①単身者 ４０㎡  (ただし、単身の学生、単身赴任者等であって比較的短期間の居住を前提とした面積が確保されている場合は、 

この面積によらないことができる。) 

③ ２人以上の世帯 ２０㎡×世帯人数＋１５㎡ 

（出典）平成２５年「住宅・土地統計調査」国土交通省独自集計 
（目標設定の考え方・根拠） 

世帯全体では約半数が誘導居住面積水準を達成していることを踏まえ、引き続き子育て世帯についても半数が

誘導居住面積水準を達成することを目指し、「住生活基本計画（全国計画）」（平成 28 年 3月 18 日閣議決定）で設

定している目標値（全国：50%（平成 37 年）、大都市圏：50%（平成 37 年））に基づき、現況値と平成 37 年度末ま

での目標値との差を按分し、平成 32 年度末までの数値を形式的に設定したもの。 

（外部要因） 

世帯構成の変化、平均年収の推移、居住ニーズの多様化等 

（他の関係主体） 

 民間事業者等 

（重要政策） 

 【施政方針】 

  なし 

 【閣議決定】 

・住生活基本計画（全国計画）（平成２８年３月１８日） 

 【閣決（重点）】 

 ・ニッポン一億総活躍プラン（平成２８年６月２日） 

 【その他】 

  なし 

 

過去の実績値 （暦年） 

 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ 

① ４２％ － － － 

② ３７％ － － － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評 価 

①  

Ｎ 

 

目標値：４７％     （平成３２年） 

実績値：４２％    （平成２５年） 

    － ％    （平成２８年） 

初期値：４２％    （平成２５年） 

②  

Ｎ 

 

目標値：４５％    （平成３２年） 

実績値：３７％    （平成２５年） 

    － ％    （平成２８年） 

初期値：３７％    （平成２５年） 



 
 

 

 
 

 

主な事務事業等の概要 

・地域優良賃貸住宅制度において、賃貸住宅の整備等に要する費用に対する助成等を行い、子育て世帯等各地域に

おける居住の安定に特に配慮が必要な世帯の居住の用に供する居住環境が良好な賃貸住宅の供給を促進する。 

・都市再生機構（ＵＲ）による民間供給支援型賃貸住宅制度により、良質な賃貸住宅の供給を促進する。 

・都市再生機構（ＵＲ）による家賃減額施策により、子育て世帯の入居を支援する。 

・高齢者居住安定化基金による家賃債務保証制度により、子育て世帯等の入居の円滑化を支援する。 

・高齢者の所有する戸建て住宅等を、広い住宅を必要とする子育て世帯等へ賃貸することを円滑化する制度により、

高齢者の高齢期の生活に適した住宅への住み替え等を促進する。 

・子育て世帯や高齢者世帯等の入居を拒まない賃貸住宅とすること等を条件として、既存住宅等の空き家のリフォー

ムに対して補助を行う。 

 

測定・評価結果 

目標の達成状況に関する分析 

（指標の動向） 

― 

（事務事業等の実施状況） 

・住宅ローン減税等の税制の特例措置により良質な持家の取得を促進した。 

・住宅金融支援機構の証券化支援事業等により、良質な持家の取得を促進した。 

（証券化支援事業 平成２７年度実績：８５，２７８戸、平成２８年度実績：１１７，５６８戸） 

・買取再販で扱われる住宅の取得に係る登録免許税・不動産取得税の特例措置により質の高い既存住宅の取得を

促進した。 



・都市再生機構（ＵＲ）による民間供給支援型賃貸住宅制度により、良質な賃貸住宅の供給に係る取組みを行っ

た。 

（平成２６年度実績：１地区において公募実施（事業者決定済み）） 

・都市再生機構（ＵＲ）による家賃減額の施策により、子育て世帯の入居促進に係る取り組みを行った。 

（平成２８年度実績：地域優良賃貸住宅制度を活用した減額制度等を導入） 

・高齢者の所有する戸建て住宅等を、広い住宅を必要とする子育て世帯等へ賃貸することを円滑化する制度によ

り、高齢者の高齢期の生活に適した住宅への住み替え等を促進した。 

（平成２８年度までの累計実績：８９５戸） 

・社会資本整備総合交付金の活用等による、地域優良賃貸住宅等の良質な賃貸住宅の供給を促進した。 

（平成２７年度整備戸数実績：306 戸） 

・子育て世帯や高齢者世帯等の入居を拒まない賃貸住宅とすること等を要件として、既存住宅等の空き家のリ

フォームに対して補助を行う「住宅確保要配慮者あんしん居住推進事業」を実施した。 

 

課題の特定と今後の取組みの方向性 

・実施値が把握出来ておらず、目標の達成状況について判断できないため、Ｎと評価した。 

・実績値の評価や課題の特定、今後の取組みの方向性の提示にあたっては、これまで講じてきた事務事業の実施状

況等に対する評価のほか、世帯構成の変化、平均年収の推移等の外部的要因が与える影響についても考慮しつつ、

検討を行っていく必要がある。 

・全世帯数の約半数が誘導居住面積水準を達成している一方、子育て世帯については、未だ達成率が低く、政策上

も重要なことから、平成２８年度に新たな措置を講じるとともに、今後も、無理のない負担で居住ニーズに応じ

た良質な住宅の確保を進める観点にて、子育て世帯についても半数が誘導居住面積水準を達成することを目指し、

住生活基本計画（平成２８年３月１８日）に基づき、全体として居住水準を向上させることを目指す。 

・民間賃貸住宅や空き家を活用した住宅確保要配慮者向け住宅の登録制度等を内容とする新たな住宅セーフティネ

ット制度を創設し、住宅の改修や入居者負担の軽減等、子育て世帯に対し支援を実施する。 

 

担当課等（担当課長名等） 

担当課：住宅局住宅政策課（課長 阿萬 哲也） 

関係課：住宅局総務課民間事業支援調整室（室長 中尾 晃史） 

    住宅局住宅総合整備課（課長 高橋 謙司） 

    住宅局住宅総合整備課住環境整備室（室長 澁谷 浩一） 

    住宅局安心居住推進課（課長 石坂 聡 ） 

土地・建設産業局企画課（課長 須藤 明夫） 

 



事務事業の概要 

主な事務事業の概要 

・低額所得者等に対する公平・的確な公営住宅の供給を促進する。 

・社会資本整備総合交付金等における公営住宅等整備事業に関し、対象要綱上、１００戸以上の公営住宅団地の建

替えについては、原則、保育所等の生活支援施設を併設するもののみを補助対象の要件としている。 

・高齢者生活支援施設等を公的賃貸住宅等と一体的に整備する事業に対し、補助を行う。 

・都市再生機構賃貸住宅等の公的賃貸住宅団地の建替えに際し、社会福祉施設（子育て支援施設、高齢者生活施設

等）の併設・合築、整備敷地への誘致を推進する。 

関連する事務事業の概要 

該当なし 

 

測定・評価結果 

目標の達成状況に関する分析 

（指標の動向） 

Ｈ２８年度実績値については集計中。 

（事務事業の実施状況）（参考） 

・低額所得者等に対する公平・的確な公営住宅の供給を促進した。 

（平成２７年度整備戸数実績：17,372 戸） 

・社会資本整備総合交付金等における公営住宅等整備事業に関し、公営住宅団地の建替えについて、保育所等の

生活支援施設の併設を促進した。 

（平成２７年度時点の総併設施設数：6,215 施設（3,883 団地）） 

・都市再生機構賃貸住宅等の公的賃貸住宅団地の建替えに際し、社会福祉施設（子育て支援施設、高齢者生活施

設等）の併設・合築、整備敷地への誘致を推進。 

（平成２７年度供給施設数：１9施設（14 団地）（都市再生機構賃貸住宅分）） 

課題の特定と今後の取組みの方向性 

前述のとおり、平成２８年度の実績値は、現段階で集計中であり、目標達成状況については判断できないため Nと

評価した。公的賃貸住宅団地は、生活支援施設を併設し地域の福祉の拠点として整備することで、高齢者や子育て

世帯等に対する多様なサービスを提供する場となりうるものであり、サービスが提供される環境整備は政策上も重

要であることから、今後も引き続き生活支援施設の設置を促進する。 

 

 

担当課等（担当課長名等） 

担当課：住宅局住宅総合整備課 （課長 高橋 謙司） 

関係課：住宅局安心居住推進課 （課長 石坂 聡） 

住宅局総務課民間事業支援調整室（室長 中尾 晃史） 

 



業績指標４ 

高齢者人口に対する高齢者向け住宅の割合* 

 

 

（指標の定義） 

 

高齢者向け住宅（高齢者向け賃貸住宅及び高齢者居住系施設）の戸数・定員数の合計値について、65 歳以上の人口

数で除して算出した割合 

 

（算出式） 

 

高齢者人口に対する高齢者向け住宅の割合 

      ＝高齢者向け住宅の戸数×定員数の合計値／65 歳以上の人口数 

 

平成 26 年度末 2.1%＝694,807／33,000 千人 

平成 27 年度末 2.2%＝761,026／33,869 千人 

 

（目標設定の考え方・根拠） 

高齢者人口に対する高齢者向け住宅の割合を示す指標として、住生活基本計画（平成 28 年 3月 18 日閣議決定）で

設定している目標値（4％（平成 37 年度））を基に、現況値と目標値との差を按分し、平成 32 年度の数値を形式的に

設定したもの。 

（外部要因） 

世帯構成の変化、居住ニーズの多様化、高齢者人口数等 

（他の関係主体） 

 民間事業者等 

（重要政策） 

 【施政方針】 

  なし 

 【閣議決定】 

  住生活基本計画（全国計画）（平成 28 年 3月 18 日） 

 【閣決（重点）】 

  なし 

 【その他】 

  なし 

 

 

 

過去の実績値 （年度） 

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ 

－ － 2.1% 2.2% 集計中 

 

 
 

評 価 

Ｂ 

目標値：3.1%（平成 32 年度） 

実績値：集計中（平成 28 年度） 

2.2%（平成 27 年度） 

初期値：2.1%（平成 26 年度） 



主な事務事業等の概要 

・サービス付き高齢者向け住宅供給促進のため、建設・改修費に対して、国が民間事業者等に直接補助を実施すると

ともに、固定資産税の減額及び不動産取得税の軽減措置を講じる。 

・住宅金融支援機構による、サービス付き高齢者向け賃貸住宅の建設等に必要な資金に対する融資や、サービス付き

高齢者向け住宅の入居一時金に係る民間金融機関が行うリバースモーゲージ型の融資に対する住宅融資保険制度

を実施。 

・地域優良賃貸住宅制度において、高齢者世帯、障害者世帯、子育て世帯等各地における居住の安定に特に配慮が必

要な世帯の居住の用に供する居住環境が良好な賃貸住宅の供給を促進するため、賃貸住宅の整備等に要する費用に

対する補助等を実施。 

 

 

測定・評価結果 

目標の達成状況に関する分析 

（指標の動向） 

高齢者人口に対する高齢者向け住宅の割合は、平成 26 年度 2.1%から平成 27 年度 2.2%と微増しているが、現 

時点においては、過去の実績値によるトレンドを延長すると、平成 32 年度に目標値を達成できない可能性が 

 ある。 

（事務事業等の実施状況） 

・バリアフリー構造等を有し、介護・医療と連携して、高齢者を支援するサービス付き高齢者向け住宅の供給を

促進した。 

（平成 26 年度末登録実績：総登録戸数 177,722 戸） 

（平成 27 年度末登録実績：総登録戸数 199,056 戸） 

 

 ・サービス付き高齢者向け住宅供給促進のため、建設・改修費に対して、国が民間事業者等に直接補助を実施す

るとともに、固定資産税の減額及び不動産取得税の軽減措置を講じた。 

 ・住宅金融支援機構による、サービス付き高齢者向け賃貸住宅の建設等に必要な資金に対する融資や、サービス

付き高齢者向け住宅の入居一時金に係る民間金融機関が行うリバースモーゲージ型の融資に対する住宅融資

保険制度を実施した。 

・社会資本整備総合交付金の活用等による、地域優良賃貸住宅等の良質な賃貸住宅の供給を促進した。 

 

 

課題の特定と今後の取組みの方向性 

 前述のとおり、当該業績指標は着実に進捗しているが、平成 32 年度に目的値を達成できない可能性があること

からＢと評価とした。 

今後もサービス付き高齢者向け住宅の建設・改修費等に対する補助等の施策を着実に推進し、高齢者向け住宅の

供給を促進する。 

地域優良賃貸住宅制度においても、引き続き賃貸住宅の整備等に要する費用に対する補助等の施策を着実に推進

し、高齢者世帯、障害者世帯、子育て世帯等各地における居住の安定に特に配慮が必要な世帯の居住の用に供する

居住環境が良好な賃貸住宅の供給を促進する。また、平成 29 年度から民間賃貸住宅や空き家を活用した、住宅確

保要配慮者向け住宅の登録制度等を内容とする新たなセーフティネット制度を創設するとともに、登録住宅の改修

や入居者負担の軽減等の支援を実施していく。 

 

担当課等（担当課長名等） 

担当課： 住宅局安心居住推進課（課長 石坂 聡） 

関係課： 住宅局住宅総合整備課（課長 高橋 謙司） 

住宅局総務課民間事業支援調整室（室長 中尾 晃史） 

 



業績指標９ 

既存住宅流通の市場規模* 

 

 

（指標の定義） 

指標＝Ａ×Ｂ 

Ａ＝土地と家屋を含めた消費者の既存住宅の購入価額 【出典：市場動向調査（国土交通省）】 

Ｂ＝既存住宅の流通戸数 【出典：住宅・土地統計調査（総務省）】 

（目標設定の考え方・根拠） 

「住生活基本計画（全国計画）」（平成 28 年 3月 18 日閣議決定）で設定している目標値（8兆円（平成 37 年））か

ら設定。 

（外部要因） 

地価・住宅価格の動向、市場の金利動向、資金調達可能額の動向等 

（他の関係主体） 

 住宅建設業者等 

（重要政策） 

 【施政方針】 

  なし 

 【閣議決定】 

 ・住生活基本計画（全国計画）（平成２８年３月１８日） 

 ・日本再興戦略２０１６（平成２８年６月２日） 

 ・ニッポン一億総活躍プラン（平成２８年６月２日） 

 【閣決（重点）】 

  なし 

 【その他】 

  なし 

 

 

 

過去の実績値 （暦年） 

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ 

― ４兆円 集計中 集計中 集計中 

 

 

 
 

主な事務事業等の概要 

○住宅履歴情報の整備 

円滑な住宅流通や計画的な維持管理等を可能とするため、新築、改修、修繕、点検時等において、設計図書や施工

内容等の情報が確実に住宅履歴情報として蓄積され、活用される社会的仕組みの普及を推進。 

○既存住宅売買に係る保険制度 

住宅瑕疵担保履行法に基づき国土交通大臣が指定した住宅瑕疵担保責任保険法人において、既存住宅売買瑕疵保 

険等を引き受けるとともに、多様な消費者ニーズに対応した保険商品を開発。 

評 価 

 

Ｎ 

 

目標値：８兆円（平成３７年） 

実績値：集計中（平成２８年） 

    ４兆円（平成２５年） 

初期値：４兆円（平成２５年） 



○住宅ストック活用・リフォーム推進事業 

中古住宅流通・リフォーム市場の活性化を図るため、リフォームの主な担い手である中小工務店等が連携して取り

組む設計・施工基準の整備や、消費者の相談体制の整備、住宅団地における空き家等の流通促進に向けた取組、リフ

ォームによる性能向上を建物価値に反映させるための取組等に対して支援する制度。 

予算額：住宅ストック活用・リフォーム推進事業１０億円（平成２５年度）、１１．０９億円（平成２６年度） 

○長期優良住宅化リフォーム推進事業 

既存住宅ストックの質の向上及び流通促進に向けた市場環境の形成を推進するため、劣化対策、耐震性、省エネ性

等の住宅性能の向上を行うリフォームに対して支援を行う制度。 

予算額：環境・ストック活用推進事業６０．７５億円の内数（平成２７年度）、４０億円（平成２８年度） 

○住宅金融支援機構の証券化支援事業 

住宅金融支援機構との連携のもとで民間金融機関が提供しているフラット３５は、既存住宅購入資金も融資対象 

であり、既存住宅の取得を支援。 

○不動産取引価格情報の提供 

不動産の個別の取引価格等の情報について、登記情報を基に買主へのアンケートを行い、個別の物件が特定できな

いよう配慮した上で、国土交通省のホームページ（土地総合情報システム）上で提供。 

予算額：不動産市場整備等推進調査費２．７５億円（平成２７年度）同上 ２．６８（平成２８年度） 

○不動産総合データベースの整備 

不動産流通市場の透明性を高め、取引の円滑化及び活性化を図るため、不動産取引に係る各種情報の集約・提供を

行うシステム（不動産総合データベース）を構築し、宅地建物取引業者から消費者へ適時適切に情報を提供。 

予算額：０．８５億円（平成２７年度）同上０．８５億円（平成２８年度） 

○中古住宅取引に係る消費者の安心確保のための取引ルールの検討 

中古住宅取引において、宅地建物取引業者がリフォームやインスペクション等、関連する分野の事業者と連携して

多様な消費者ニーズに対応できる体制や標準的な中古住宅取引ルールの構築を図る。 

予算額：０．２０億円（平成２７年度）同上０．２１億円（平成２８年度） 

 

測定・評価結果 

目標の達成状況に関する分析 

（指標の動向） 

― 

（事務事業等の実施状況） 

・住宅履歴情報について、新築、改修、修繕、点検時等において、設計図書や施工内容等の情報が確実に住宅履歴 

情報として蓄積され、活用される社会的仕組みの普及を推進。 

・住宅瑕疵担保責任保険法人において、既存住宅売買瑕疵保険等を引き受けた。（平成２７年度申込実績：宅建業

者販売タイプ７，９７５戸、個人間売買タイプ１，３３６戸、平成２８年度申込実績：宅建業者販売タイプ９，

１２３戸、個人間売買タイプ１，６８９戸） 

・住宅団地型既存住宅流通促進モデル事業において、平成２７年度は３２件を採択。住宅ストック維持・向上促進

事業のうち、良質住宅ストック形成のための市場環境整備促進事業において、平成２８年度は３９件を採択。 

・長期優良住宅化リフォーム推進事業において、公募を実施し、平成２７年度予算では３，７１７戸、平成２８年

度予算では５，９０３戸を交付決定した。 

 ※平成２８年度は交付申請戸数 

・長期優良住宅化リフォームに係る税制特例（所得税・固定資産税）を創設（平成２９年度税制改正）。 

・住宅金融支援機構のフラット３５により、既存住宅の取得を支援（既存住宅に対する融資実績 平成２７年度：

１２，７３５戸、平成２８年度：１３，６６５戸）。 

・住宅金融支援機構のフラット３５Ｓにより、耐久性・可変性等の性能に優れた住宅の取得を金利の引下げで支援 

・不動産取引価格情報について、国土交通省のホームページ上で提供（平成２８年度までの累計提供件数：約２９

７万件、平成２８年度のウェブアクセス総数：約８，７００万件）。 

・マンションの管理組合の運営状況や修繕履歴等の蓄積・開示を行う「マンションみらいネット」について、登録 

メリットの拡大を図る等、登録者に対するサービスを充実。 

・宅地建物取引業者と他の関連事業者の連携を支援。 

・不動産総合データベースの本格運用に向け、平成２７年度より横浜市における試行運用を開始し、平成２８年度

より横浜市に加えて静岡市・大阪市・福岡市へと試行運用エリアを拡大。 

・宅地建物取引業法を改正し、重要事項説明に建物状況調査（インスペクション）の実施の有無等を位置付け。 

・既存住宅状況調査技術者講習制度の創設 

・「住みたい」「買いたい」既存住宅の流通促進に寄与する事業者団体の登録制度（＝『安心Ｒ住宅（仮称）』）を創



設。 

 

 

課題の特定と今後の取組みの方向性 

・実績値が把握出来ておらず、目標の達成状況について判断できないため、Ｎと評価した。 

・既存住宅の購入に当たっての消 費者の不安感や情報不足の解消に向けて、既存施策を着実に推進するとともに、

平成２９年度に新たな措置を講じる必要がある。 

・「住みたい」「買いたい」既存住宅の流通促進に向けて、事業者団体の登録制度（＝『安心Ｒ住宅（仮称）』）を平成

２９年度夏より開始し、消費者等へ制度の普及・定着を図る。 

・改正宅地建物取引業法の施行に向けて、建物状況調査（インスペクション）の普及を図る。 

 

担当課等（担当課長名等） 

担当課：住宅局住宅政策課（課長 阿萬 哲也） 

関係課：土地・建設産業局不動産業課（課長 中田 裕人） 

土地・建設産業局不動産市場整備課（課長 井崎 信也） 

土地・建設産業局地価調査課（課長 古川 陽） 

住宅局総務課民間事業支援調整室（室長 中尾 晃史） 

住宅局住宅生産課（課長 長谷川 貴彦） 

住宅局住宅瑕疵担保対策室（室長 神谷 将広） 

住宅局市街地建築課マンション政策室（室長 野本 英伸） 

 



業績指標１３ 

 リフォームの市場規模* 

 

 

（指標の定義） 

Ａ＝  ① 10 ㎡以上の増改築工事＋ ② 10 ㎡未満の増改築工事＋ ③ 設備の維持修繕費＋ ④ 修繕工事（大規模

修繕等）＋ ⑤ 賃貸住宅のリフォーム 

（目標設定の考え方・根拠） 

「住生活基本計画（全国計画）」（平成 28 年 3月 18 日閣議決定）で設定している目標値（12 兆円（平成 37 年））か

ら設定。 

（外部要因） 

資金調達可能額の動向等 

（他の関係主体） 

 リフォーム事業者 

（重要政策） 

 【施政方針】 

  なし 

 【閣議決定】 

  ・住生活基本計画（全国計画）（平成２８年３月１８日） 

  ・日本再興戦略２０１６（平成２８年６月２日） 

  ・ニッポン一億総活躍プラン（平成２８年６月２日） 

 【閣決（重点）】 

  なし 

 【その他】 

  なし 

 

 

過去の実績値 （暦年） 

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ 

－ ７兆円 － － － 

 

 
 

主な事務事業等の概要 

○住宅・建築物安全ストック形成事業、耐震対策緊急促進事業 

 地震の際の住宅・建築物の倒壊等による被害の軽減を図るため、住宅・建築物の耐震性の向上に資する事業につい

て、地方公共団体等に対し、国が必要な助成を行う制度。平成２５年１１月に施行された改正耐震改修促進法に基

づき、不特定多数の人が利用する大規模建築物等に対する耐震診断結果の報告の義務づけ、建築物の耐震性に係る

表示制度の創設等により、住宅・建築物の耐震化を促進している。 

予算額：社会資本整備総合交付金 ９，０１８億円の内数（平成２７年度） 

８，９８３億円の内数（平成２８年度）、 

防災・安全交付金    １兆  ９４７億円の内数（平成２７年度） 

                  １兆１，００２億円の内数（平成２８年度） 

評 価 

 

Ｎ 

 

目標値：１２兆円（平成３７年） 

実績値： － （平成２８年） 

    ７兆円（平成２５年） 

初期値：７兆円（平成２５年） 



     耐震対策緊急促進事業 １８０億円（平成２７年度） 

                      １２０億円（平成２８年度） 

○サステナブル建築物等先導事業 

 住宅・建築物における省エネ・省 CO2 化を推進するため、省エネ・省 CO2 に係る先導的な技術の普及啓発に寄

与するリーディングプロジェクトに対して支援を行う制度。 

予算額：環境・ストック活用推進事業 ６０．７５億円の内数（平成２７年度） 

                  １０９．４６億円の内数（平成２８年度） 

                    １．５億円の内数（平成２８年度補正） 

○長期優良住宅化リフォーム推進事業 

 既存住宅ストックの質の向上及び流通促進に向けた市場環境の形成を推進するため、劣化対策、耐震性、省エネ性

等の住宅性能の向上を行うリフォームに対して支援を行う制度。 

 予算額：環境・ストック活用推進事業 ６０．７５億円の内数（平成２７年度） 

４０億円（平成２８年度） 

○住宅履歴情報の整備 

 円滑な住宅流通や計画的な維持管理等を可能とするため、新築、改修、修繕、点検時等において、設計図書や施工

内容等の情報が確実に住宅履歴情報として蓄積され、活用される社会的仕組みの普及を推進。 

 予算額：インスペクションの活用による住宅市場活性化事業 ３億円（平成２７年度） 

                             ２．７億円（平成２８年度） 

○省エネ住宅ポイント 

 エコリフォームの推進等のため、窓や外壁等の断熱改修及び設備の一体的工事（設備エコ改修）又はこれらの改修

と併せて行うバリアフリー改修等により一定のポイントを発行し、省エネ・環境配慮に優れた商品との交換や追加

工事の費用に充当できる制度。 

予算額：８０５億円（平成２６年度補正）、１００億円（平成２７年度） 

○住宅ストック循環支援事業 

 耐震性の確保されたエコリフォームの推進等のため、窓や外壁等の断熱改修及び設備の一体的工事（設備エコ改修）

又はこれらの改修と併せて行うバリアフリー改修等に対して支援を行う制度。 

予算額：２５０億円（平成２８年度補正） 

○リフォーム工事に係る保険制度 

住宅瑕疵担保履行法に基づき国土交通大臣が指定した住宅瑕疵担保責任保険法人において、リフォーム瑕疵保険、

マンションの大規模修繕瑕疵保険等を引受け。 

〇住宅ストック維持・向上促進事業 

健全な中古住宅・リフォーム市場の発展を図るため、良質な住宅ストックが市場において適正に評価され、消費

者が住生活に関するニーズを的確に充足できる市場環境を整備する取り組みに対し支援を行う。 

予算額：９．９億円（平成２８年度） 

○住宅金融支援機構による耐震改修工事融資 

耐震改修促進法に基づく耐震改修工事及び同等の耐震性能を向上させるための耐震改修工事に必要な資金を貸し付

ける制度。 

○住宅金融支援機構による高齢者向け返済特例制度 

満６０歳以上の高齢者が自宅のバリアフリー工事や耐震改修工事を施すリフォームを行う際、生存時は利払いのみ

とし、死亡時に住宅資産等を活用して元金を一括返済することを可能とする融資制度。 

○住宅金融支援機構によるリバースモーゲージの住宅融資保険制度 

民間金融機関による住宅改良等資金に係るリバースモーゲージ型の融資について、住宅金融支援機構による住宅融

資保険の付保対象とする制度。 

【税制上の特例措置】 

○住宅リフォームに関する税制上の特例措置 

耐震改修、バリアフリー改修、省エネ改修又は長期優良住宅化リフォームが行われた住宅に対する所得税及び固定

資産税の減税措置を適用。 

※長期優良住宅化リフォームについては平成 29 年度税制改正において創設 

○買取再販で扱われる住宅の取得に係る税制上の特例措置 

 買取再販事業者が既存住宅を買取りし、住宅性能の一定の質の向上を図るための改修工事を行った後、住宅を再販

売する場合の流通税（不動産取得税･登録免許税）の軽減措置を適用。 

○住宅取得等資金に係る贈与税の非課税措置 

 直系尊属から、自己の居住の用に供する住宅の増改築等のための金銭を贈与により取得した場合において、一定金

額までの贈与につき贈与税の非課税措置を適用。 

○住宅ローン減税 

 償還期間 10 年以上の住宅ローンを利用して住宅の増改築等をした場合、10 年間、各年末の住宅ローン残高の一定

割合（1.0％）を所得税額（一部、翌年度の住民税額）から控除する措置を適用。 

 

測定・評価結果 

目標の達成状況に関する分析 

（指標の動向） 

－ 



（事務事業等の実施状況） 

・住宅・建築物安全ストック形成事業について、平成２４年度補正予算において、住宅の耐震改修に関する補助額

に３０万円／戸を加算する時限措置などの拡充を実施。（平成２６年度予算において、消費税増額にともない３０．

９万円／戸とするとともに、平成２６年度補正予算において、期限を平成２７年度末まで延長。また、平成２８

年度第２次補正予算において、地方公共団体が区域を定め戸別訪問を行う場合、３０万円／戸を加算する拡充を

実施。） 

また、平成２５年度予算において、改正耐震改修促進法により耐震診断が義務付けられる建築物に対し、住宅・

建築物安全ストック形成事業による助成に加え、国が重点的・緊急的に支援する耐震対策緊急促進事業を創設。 

・サステナブル建築物等先導事業において、公募を実施し、住宅に係るプロジェクトについて、平成２７年度は応

募が１７件あり、６件を採択、平成２８年度は応募が６件あり、２件を採択。 

・既存住宅の「増改築」に係る長期優良住宅認定制度の創設。 

・長期優良住宅化リフォーム推進事業において、公募を実施し、平成２７年度予算では３，７１７戸、平成２８年

度予算では５，９０３戸を交付決定した。 

 ※平成２８年度は交付申請戸数 

・住宅履歴情報について、新築、改修、修繕、点検時等において、設計図書や施工内容等の情報が確実に蓄積され、

活用される仕組みの普及を推進。 

・省エネ住宅ポイントのエコリフォームについては、２３６，３７９戸にポイント発行（約２２百万ポイント） 

・住宅ストック循環支援事業のエコリフォームについては、交付申請の受付を実施中。 

・消費者が安心してリフォームが行えるよう、リフォームの無料見積チェック制度や、全国の弁護士会における弁

護士・建築士による無料専門家相談を実施した。 

・住宅瑕疵担保責任保険法人において、リフォーム瑕疵保険、マンションの大規模修繕瑕疵保険等を引き受けた。 

 （平成２７年度申込実績：リフォーム瑕疵保険３，４２１戸、大規模修繕瑕疵保険９５５棟、平成２８年度申込

実績：リフォーム瑕疵保険３，９０２戸、大規模修繕瑕疵保険１，２０２棟） 

・住宅団地型既存住宅流通促進モデル事業において、平成２７年度は３２件を採択。住宅ストック維持・向上促進

事業のうち、良質住宅ストック形成のための市場環境整備促進事業において、平成２８年度は３９件を採択。 

・既存住宅状況調査技術者講習制度の創設 

・住宅金融支援機構において、耐震改修促進法に基づく耐震改修工事及び同等の耐震性能を向上させるための耐震

改修工事に必要な資金の貸し付けを実施した。 

・住宅金融支援機構により、満６０歳以上の高齢者が自宅のバリアフリー工事や耐震改修工事を施すリフォームを

行う際、生存時は利払いのみとし、死亡時に住宅資産等を活用して元金を一括返済することを可能とする高齢者

向け返済特例制度による融資を実施した。 

・住宅金融支援機構により、民間金融機関の住宅改良等資金に係るリバースモーゲージ型の融資について、住宅融

資保険制度を実施した。 

・子育て世帯や高齢者世帯等の入居を拒まない賃貸住居とすること等を要件として、既存住宅等の空き家のリフォ

ームに対して補助を行う「住宅確保要配慮者あんしん居住推進事業」を実施した。 

 

課題の特定と今後の取組みの方向性 

リフォームの市場規模の推計に当たっては、５年ごとに実施する住宅・土地統計調査の結果を用いており、平成２

６年度から平成２８年度の実績値は不明であるため、Ｎと評価した。 

目標値の達成に向けて今後も引き続きこれまでの施策を着実に推進するとともに、耐震改修、省エネ改修、バリア

フリー改修をはじめ、住宅ストックの質の向上を図るリフォームを一層促進するために必要な措置を講じる。 

 

担当課等（担当課長名等） 

担当課： 住宅局住宅生産課（課長 長谷川 貴彦） 

関係課： 住宅局総務課民間事業支援調整室（室長 中尾 晃史） 

    住宅局住宅政策課（課長 阿萬 哲也） 

    住宅局住宅瑕疵担保対策室（室長 神谷 将広） 

    住宅局市街地建築課市街地住宅整備室（室長 呉 祐一郎） 

    住宅局安心居住推進課（課長 石坂 聡） 

 



業績指標１７ 

 高齢者（65 歳以上の者）の居住する住宅の一定のバリアフリー化率* 

 

 

（指標の定義） 

高齢者の居住する住宅のうち、一定のバリアフリー化がなされた住宅の割合 

一定のバリアフリー化率 ＝ Ａ／Ｂ 

Ａ＝６５歳以上の者が居住する住宅のうち一定のバリアフリー化※がなされた住宅戸数 

Ｂ＝６５歳以上の者が居住する住宅の総戸数 

※ 一定のバリアフリー化とは「２箇所以上の手すり設置」又は「段差のない屋内」に該当。 

 

（出典）「住宅・土地統計調査」（総務省）に基づく国土交通省独自集計 

 

（目標設定の考え方・根拠） 

高齢者が自立して暮らすことができる住生活の実現に向け、住生活基本計画（全国計画）で設定している目

標値を設定。 

 

（外部要因） 

新規住宅着工数、リフォーム件数等 

 

（他の関係主体） 

なし 

 

（重要政策） 

【施政方針】 

なし 

【閣議決定】 

住生活基本計画（全国計画）（平成２８年３月１８日） 

【閣決（重点）】 

なし 

【その他】 

なし 

 

過去の実績値 （暦年） 

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ 

― ４１％ ― ― ― 

 

 

評 価 

 

Ｎ 

 

目標値：６１% (平成３２年) 

実績値： －  （平成２８年） 

４１% (平成２５年) 

初期値：４１% (平成２５年) 



 
 

主な事務事業等の概要 

○ バリアフリー化された公的賃貸住宅の供給 

新規に整備する公営住宅等について、バリアフリー対応構造を標準仕様として供給するとともに、既存の公

営住宅等についてもバリアフリー改修を促進する。 

○ 省エネ住宅ポイント 

エコリフォームと併せて行うバリアフリー改修をポイントの発行対象とし、住宅の省エネ化と併せて、住宅

のバリアフリー化を促進する。 

○ 住宅ストック循環支援事業 

エコリフォームと併せて行うバリアフリー改修を補助対象とし、住宅の省エネ化と併せて、住宅のバリアフ

リー化を促進する。 

○ 住宅金融支援機構による融資 

証券化支援事業の枠組みを利用したフラット３５Ｓにより、バリアフリー等の性能に優れた住宅の取得を金

利の引下げにより支援。 

満６０歳以上の高齢者が自宅のバリアフリーリフォーム等を行う際、生存時は利払いのみとし、死亡時に住

宅資産等を活用して元金を一括返済することを可能とするバリアフリーリフォーム等の融資を実施。 

○ 住宅のバリアフリー改修促進税制による一定のバリアフリー改修工事を行った場合の特例措置や既存住宅に係

る特定の改修工事をした場合の所得税額の特別控除を実施。 

○ サービス付き高齢者向け住宅の供給促進 

サービス付き高齢者向け住宅供給促進のため、建設・改修費に対して、国が民間事業者等に直接補助を実施

するとともに、固定資産税の減額及び不動産取得税の軽減措置を講じる。 

また、住宅金融支援機構による、サービス付き高齢者向け住宅の建設等に必要な資金に対する融資や、入居

一時金に係る民間金融機関が行うリバースモーゲージ型の融資に対する、住宅融資保険制度を実施。 

住宅金融支援機構により、サービス付き高齢者向け賃貸住宅の建設等に必要な資金に対する融資を実施。 

住宅金融支援機構により、サービス付き高齢者向け住宅の入居一時金に係る民間金融機関が行うリバースモ

ーゲージ型の融資について、住宅融資保険制度を実施。 

 

測定・評価結果 

目標の達成状況に関する分析 

（指標の動向） 

― 

（事務事業等の実施状況） 

○ バリアフリー化された公的賃貸住宅の供給 



バリアフリー対応の公営住宅等の供給を促進した。（平成 27 年度新規整備戸数実績：１７,３７２戸）。 

既存の公営住宅等のバリアフリー化を促進した。（平成 27 年度バリアフリー化の図られたストック戸数：

集計中※5月中旬完了予定） 

社会資本整備総合交付金の活用等による、地域優良賃貸住宅等の良質な賃貸住宅の供給等を促進した。（平

成 27 年度整備戸数実績：３０６戸） 

○ 省エネ住宅ポイント 

エコリフォームと併せて行うバリアフリー改修をポイントの発行対象とし、住宅の省エネ化と併せて、住

宅のバリアフリー化を促進する。 

○ 住宅ストック循環支援事業 

エコリフォームと併せて行うバリアフリー改修を補助対象とし、住宅の省エネ化と併せて、住宅のバリア

フリー化を促進する。 

○ 住宅金融支援機構による融資 

フラット３５Ｓにより、バリアフリー等の性能に優れた住宅の取得を金利の引下げにより支援した。 

満６０歳以上の高齢者が自宅のバリアフリーリフォーム等を行う際、生存時は利払いのみとし、死亡時に

住宅資産等を活用して元金を一括返済することを可能とするバリアフリーリフォーム等の融資を実施した。 

○ 住宅のバリアフリー改修促進税制による一定のバリアフリー改修工事を行った場合の特例措置や既存住宅に

係る特定の改修工事をした場合の所得税額の特別控除を実施。 

○ サービス付き高齢者向け住宅の供給促進 

バリアフリー構造等を有し、介護・医療と連携して、高齢者を支援するサービスを提供する「サービス付

き高齢者向け住宅」の供給促進をした。 

（平成２７年度末登録実績：総登録件数６，１０２件、 総登録戸数１９９，０５６戸） 

（平成２８年度末登録実績：総登録件数６，６１１件、 総登録戸数２１５，９５５戸） 

住宅金融支援機構により、サービス付き高齢者向け賃貸住宅の建設等に必要な資金に対する融資を実施し

た。 

住宅金融支援機構により、サービス付き高齢者向け住宅の入居一時金に係る民間金融機関が行うリバース

モーゲージ型の融資について、住宅融資保険制度を実施した。 

 

 

課題の特定と今後の取組みの方向性 

実績値が把握出来ておらず、目標の達成状況について判断できないため、Ｎと評価した。 
今後、サービス付き高齢者向け住宅の供給等を通じ、住宅のバリアフリー化を一層促進する。 

 

担当課等（担当課長名等） 

担当課：総合政策局安心生活安心課（課長 長井 総和） 

：住宅局住宅政策課（課長 阿萬 哲也） 

関係課：住宅局総務課民間事業支援調整室（室長 中尾 晃史） 

住宅局住宅総合整備課（課長 高橋 謙司） 

住宅局安心居住推進課（課長 石坂 聡） 

住宅局住宅生産課（課長 長谷川 貴彦） 

 



業績指標３２ 

 省エネ基準を充たす住宅ストックの割合 

 

 

（指標の定義） 

住宅ストック戸数のうち、省エネ基準を充たす住宅戸数の割合 

（Ａ／Ｂ） 

Ａ＝省エネ基準を満たす住宅ストック戸数 

Ｂ＝住宅ストック戸数 

（目標設定の考え方・根拠） 

「住生活基本計画（全国計画）」（平成 28 年 3月 18 日閣議決定）で設定している省エネ基準を充たす住宅ストック

の割合（20％（平成 37 年））から設定。 

（外部要因） 

該当なし 

（他の関係主体） 

 建築主等(事業主体等） 

（重要政策） 

 【施政方針】 

   

 【閣議決定】 

 ・住生活基本計画（全国計画）（平成 28 年 3月 18 日） 

 ・地球温暖化対策計画（平成 28 年 5月 13 日） 

 【閣決（重点）】 

   

 【その他】 

 

 

過去の実績値 （年度） 

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ 

 ６％ ７％ ８％ － 

 

 
 

主な事務事業等の概要 

【法律】 

○エネルギーの使用の合理化等に関する法律（省エネ法） 

 建築主等に対する省エネ措置の努力義務、一定規模以上の住宅・建築物の建築・大規模修繕時等の省エネ措置の届

出義務等。 

○建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（建築物省エネ法） 

 大規模建築物の省エネ基準適合義務等の規制措置、性能向上計画認定や認定表示制度等の誘導措置。 

評 価 

 

Ａ 

 

目標値：２０％（平成３７年度） 

実績値： － （平成２８年度） 

     ８％（平成２７年度） 

初期値： ６％（平成２５年度） 



○都市の低炭素化の促進に関する法律（エコまち法） 

 省エネ性能の高い低炭素建築物の認定制度の普及促進。 

 

【補助】 

○サステナブル建築物等先導事業 

 住宅・建築物における省エネ・省 CO2 化を推進するため、省エネ・省 CO2 に係る先導的な技術の普及啓発に寄

与するリーディングプロジェクトに対して支援を行う制度。 

予算額：環境・ストック活用推進事業 ６０．７５億円の内数（平成２７年度） 

                  １０９．４６億円の内数（平成２８年度） 

                  １．５億円の内数（平成２８年度補正） 

○地域型住宅グリーン化事業 

 中小工務店による省エネルギー性能の高い住宅の整備に対して支援を行う制度。 

予算額：１１０億円の内数（平成２７年度） 

    １６．８億円の内数（平成２７年度補正） 

    １１０億円の内数（平成２８年度） 

    １５億円の内数（平成２８年度補正） 

○長期優良住宅化リフォーム推進事業 

 既存住宅ストックの質の向上及び流通促進に向けた市場環境の形成を推進するため、劣化対策、耐震性、省エ

ネ性等の住宅性能の向上を行うリフォームに対して支援を行う制度。 

 予算額：環境・ストック活用推進事業 ６０．７５億円の内数（平成２７年度） 

４０億円（平成２８年度） 

○省エネ住宅ポイント 

 エコリフォームの推進等のため、窓や外壁等の断熱改修及び設備の一体的工事（設備エコ改修）又はこれらの

改修と併せて行うバリアフリー改修等により一定のポイントを発行し、省エネ・環境配慮に優れた商品との交換

や追加工事の費用に充当できる制度。 

予算額：８０５億円（平成２６年度補正） 

○住宅ストック循環支援事業 

 耐震性の確保されたエコリフォームの推進等のため、窓や外壁等の断熱改修及び設備の一体的工事（設備エコ

改修）又はこれらの改修と併せて行うバリアフリー改修等に対して支援を行う制度。 

予算額：２５０億円（平成２８年度補正） 

 

【税制】 

○認定を受けた低炭素建築物に対する税制上の特例措置 

○住宅リフォームに関する税制上の特例措置 

  一定の省エネ改修が行われた住宅等に対する所得税及び固定資産税の減税措置を適用。 

 

【融資】 

○住宅金融支援機構のフラット３５Ｓによる省エネルギー性に優れた住宅の取得支援 

省エネ措置等を講じた住宅の取得を支援するため、住宅金融支援機構の証券化ローンの枠組みを活用して金利

引き下げを実施。 

 

【その他】 

○省エネ住宅の整備に向けた体制整備 

中小工務店の大工就業者を対象とする省エネ施工技術の習得に対する支援を実施。 

 予算額：住宅建築技術高度化・展開推進事業 １４億円の内数（平成２７年度） 



                      １３．８億円の内数（平成２８年度） 

  省エネ基準に関する講習会、周知活動、審査体制整備を実施。 

 予算額：省エネ住宅・建築物の整備に向けた体制整備 ７億円（平成２７年度） 

                          ７億円（平成２８年度） 

○住宅建築技術高度化・展開推進事業 

民間事業者等による先導的技術開発の支援を実施。 

 予算額: １４億円の内数（平成２７年度） 

     １３．８億円の内数（平成２８年度） 

○住宅性能表示制度の普及促進 

○総合的な環境性能評価手法（CASBEE）の開発・普及 

○建築物省エネルギー性能表示制度（BELS）の普及促進 

 

測定・評価結果 

目標の達成状況に関する分析 

（指標の動向） 

省エネ基準を充たす住宅ストックの割合は平成２７年度８％となっており、順調に推移している。 

（事務事業等の実施状況） 

【法律】 

○建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（建築物省エネ法） 

 ・平成２７年７月に建築物省エネ法を公布、平成２８年４月より性能向上計画認定等の誘導措置を施行、平成２

９年４月より大規模建築物の省エネ基準適合義務等の規制措置を施行。 

※エネルギーの使用の合理化等に関する法律に基づく届出制度等は、平成２９年３月末をもって廃止。 

 

【補助】 

○サステナブル建築物等先導事業 

 省エネ・省 CO2 型（住宅部門）の実績 応募１７件、採択６件（平成２７年度） 

                   応募６件、採択２件（平成２８年度） 

○地域型住宅グリーン化事業（高度省エネ型） 

 高度省エネ型の実績 要望２１，３７０件、配分２，７５７件（平成２７年度） 

           要望２５，４８２件、配分３，３９５件（平成２８年度） 

○長期優良住宅化リフォーム推進事業 

 交付決定３，７１７戸（平成２７年度） 

 交付申請５，９０３戸（平成２８年度） 

○省エネ住宅ポイント 

エコリフォームについて、２３６，３７９戸にポイント発行（約２２百万ポイント） 

〇住宅ストック循環支援事業 

エコリフォームについて、交付申請の受付を実施中。 

 

【融資】 

○住宅金融支援機構のフラット３５Ｓによる省エネルギー性に優れた住宅の取得支援 

 フラット３５Ｓの実績７０，２０４戸の内数（平成２７年度） 

           ７１，３５４戸の内数（平成２８年度） 

 

【その他】 

○住宅性能表示制度の普及促進 

 設計住宅性能評価書の交付実績２００,２３６件（平成２７年度） 

               ２２６，９９０件（平成２８年度） 



○建築物省エネルギー性能表示制度（BELS）の普及促進 

 住宅の評価書交付実績１７，４３２件（平成２８年度） 

 

 

課題の特定と今後の取組みの方向性 

平成２７年度の実績値は８％となっており、当該業績指標は概ね順調に推移するものと考えられる。引き続き、こ

れらの施策の運用・支援を行う。 

 

 

担当課等（担当課長名等） 

担当課： 住宅局住宅生産課（課長 長谷川 貴彦） 

関係課：  

 



業績指標４６ 

①住宅*・②建築物*の耐震化率 

 

 

（指標の定義） 

① 住宅の耐震化率 

住宅の総戸数のうち、耐震性を有するもの（※）の戸数（いずれも居住世帯のある住宅の戸数）の割合 

② 建築物の耐震化率 

多数の者が利用する建築物の総棟数のうち、耐震性を有するもの（※）の棟数の割合 

※新耐震基準（昭和５６年６月１日施行の改正建築基準法施行令の耐震基準）で建築されたもの、新耐震基準

施行以前に建築されたもののうち改修済みのもの又は診断の結果、新耐震基準が求める耐震性を有すると推

計されるもの。 

（目標設定の考え方・根拠） 

① 住宅・土地統計調査のデータベースによる住宅総数に対し、過去の耐震改修データに基づく耐震化の動向を踏

まえ、目標を設定した。 

② 統計データ等から推計される多数の者が利用する建築物の総数に対し、過去の耐震改修データに基づく耐震化

の動向を踏まえ、目標を設定した。 

（外部要因） 

・目的達成には、住宅・建築物の耐震改修・古い住宅・建築物の建替えのペースが維持される必要があるが、そ

れらは経済状況等に影響される。 

（他の関係主体） 

 地方公共団体等 

（重要政策） 

 【施政方針】 

・第１８３回国会 施政方針演説（平成２５年２月２８日）「首都直下地震や南海トラフ地震など、大規模な自然 

災害への備えも急がなければなりません。徹底した防災・減災対策、老朽化対策を進め、国民の安全を守りま 

す。」 

・第１８６回国会 施政方針演説（平成２６年１月２４日）「災害から人命を守り、社会の機能を維持するため、 

危機管理を徹底するとともに、大規模建築物の耐震改修や治水対策、避難計画の作成や防災教育など、ハード 

とソフトの両面から、事前防災・減災、老朽化対策に取り組み、優先順位を付けながら国土強靱(きょうじん) 

化を進めます。」 

 【閣議決定】 

・建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第１２３号、平成２５年１１月改正施行。以下「耐震改

修促進法」という。） 

・マンションの建替え等の円滑化に関する法律（平成１４年法律第７８号、平成２６年１２月改正施行。以下「マ

ンション建替法」という。） 

・平成２７年３月３１日に閣議決定された「首都直下地震緊急対策推進基本計画」において、平成３２年までに

住宅及び多数の者が利用する建築物の耐震化率を９５％とする目標が掲げられている。 

・平成２８年３月１８日に閣議決定された「住生活基本計画（全国計画）」において、平成３７年までに耐震性が

不十分な住宅をおおむね解消することとされている。 

 【閣決（重点）】 

・平成２７年９月１８日に閣議決定された「社会資本整備重点計画」において、平成３２年までに住宅及び多数

の者が利用する建築物の耐震化率を９５％とする目標が掲げられている。 

 【その他】 

・「建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針」（平成１８年国土交通省告示第１８４号、

平成２８年３月改正施行。）において、平成３２年までに住宅及び多数の者が利用する建築物の耐震化率を９

５％とし、平成３７年までに耐震性が不十分な住宅をおおむね解消とする目標が掲げられている。 

・平成２６年３月２８日に中央防災会議で策定された「南海トラフ地震防災対策推進基本計画」において、平成

３２年までに住宅の耐震化率を９５％とする目標が掲げられている。 

・平成２８年５月２４日に国土強靱化推進本部で策定された「国土強靱化アクションプラン２０１６」において、

平成３２年までに住宅及び多数の者が利用する建築物の耐震化率を９５％とし、平成３７年までに耐震性が不

十分な住宅をおおむね解消とする目標が掲げられている。 

 

 

評 価 

① Ｎ 

目標値：約９５％（平成３２年） 

    ※平成３７年までに耐震性が不十分な住宅をおおむね解消 

実績値：約８２％（平成２５年） 

初期値：約８２％（平成２５年） 

② Ｎ 

目標値：約９５％（平成３２年） 

実績値：約８５％（平成２５年） 

初期値：約８５％（平成２５年） 



過去の実績値 （年） 

 Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ 

① － 約８２％ － － － 

② － 約８５％ － － － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主な事務事業等の概要 

①・②共通 

・平成７年度より建築物の耐震化支援制度を創設し、継続的に住宅・建築物の耐震化に対する支援を行っている。 

・平成２１年度以降、住宅・建築物安全ストック形成事業により、住宅・建築物の耐震化を促進している。 

 予算額：社会資本整備総合交付金 ９，０１８億円の内数（平成２７年度） 

                 ８，９８３億円の内数（平成２８年度） 

     防災・安全交付金  １兆  ９４７億円の内数（平成２７年度） 

               １兆１，００２億円の内数（平成２８年度） 

・平成２５年１１月に改正された耐震改修促進法に基づき、不特定多数の人が利用する大規模建築物等に対する耐震

診断結果の報告の義務付け、建築物の耐震性に係る表示制度の創設等により、住宅・建築物の耐震化を促進してい

る。 

・平成２５年度以降、耐震対策緊急促進事業により、耐震改修促進法により耐震診断が義務付けられる建築物に対し、

通常の支援に加え、重点的かつ緊急的な支援を実施している。 

 予算額：耐震対策緊急促進事業 １８０億円（平成２７年度） 

     耐震対策緊急促進事業 １２０億円（平成２８年度） 

①住宅の耐震化 

・住宅・建築物安全ストック形成事業について、住宅の耐震改修等に関する補助額を時限的に加算する措置を実施す

る。 

・住宅の耐震改修を行った場合、耐震改修に要した費用の１０％相当額（２５万円を限度）を所得税額から控除する

とともに、固定資産税の減額措置（１年間１／２減額、特に重要な避難路沿道にある住宅は２年間）を講じている。 

・住宅金融支援機構において、耐震改修促進法に基づく耐震改修工事及び同等の耐震性能を向上させるための耐震改

修工事に必要な資金を貸し付ける措置を講じている。 

・耐震改修促進法に基づき、耐震改修の必要性の認定を受けた区分所有建築物（マンション等）について、大規模な

耐震改修を行おうとする場合の決議要件を緩和している。 

・マンション建替法に基づき、耐震性の不足する要除却認定マンションを対象としたマンション敷地売却事業等を設

けるとともに、必要な税制特例措置や予算上の支援措置を講じている。 

②建築物の耐震化 

・耐震改修促進法により耐震診断が義務付けられる建築物について、耐震改修を行った場合の法人税・所得税の特例

措置（取得価額の２５％の特別償却）及び固定資産税の減額措置（２年間１／２減額）を講じている。 

 

測定・評価結果 

目標の達成状況に関する分析 

（指標の動向） 

－ 

 

（事務事業等の実施状況） 

①・②共通 

・不特定多数の人が利用する大規模建築物等に対する耐震診断結果の報告の義務付け、建築物の耐震性に係る表示

制度の創設等、耐震改修促進法の円滑な運用を図っている。 

・平成２５年度予算において、耐震改修促進法により耐震診断が義務付けられる建築物に対し、住宅・建築物安全

ストック形成事業による助成に加え、国が重点的・緊急的に支援する耐震対策緊急促進事業を創設している。 

・平成２４年度に実施した政策アセスメント（平成２５年度予算概算要求（入れ替え））である「建築物の耐震化

の緊急促進事業の創設」の事後検証については、本業績指標をもってその効果を検証しているところ、実績値が

把握出来ておらず、目標の達成状況について判断できないため、実績値が把握できる年度において検証すること

※平成３７年までに耐震性が不十分な住宅をおおむね解消 



とする。 

①住宅の耐震化 

・平成２４年度補正予算において、住宅・建築物安全ストック形成事業について、住宅の耐震改修に関する補助額

に３０万円／戸を加算する時限措置などの拡充を実施している。（平成２６年度予算において、消費税増額にと

もない３０．９万円／戸とするとともに、平成２６年度補正予算において、期限を平成２７年度末まで延長。ま

た、平成２８年度第２次補正予算において、地方公共団体が区域を定め戸別訪問を行う場合、３０万円／戸を加

算する拡充を実施している。） 

・平成２５年度税制改正において、耐震改修を行った住宅に対する所得税減額の特例措置の延長・拡充を行うとと

もに、固定資産税については、地方公共団体が指定する特に重要な避難路沿道にある住宅は一般住宅より減額期

間を延長する措置を講じている。また、平成２８年度税制改正において、耐震改修を行った住宅に対する固定資

産税の減額措置を平成３０年度末まで延長するとともに、消費税率引き上げ時期の変更に伴い所得税減額の特例

措置を平成３３年１２月末まで延長している。 

・住宅金融支援機構において、耐震改修促進法に基づく耐震改修工事及び同等の耐震性能を向上させるための耐震

改修工事に必要な資金の貸し付けを行っている。 

・平成２６年１２月に改正したマンション建替法において、耐震性の不足する要除却認定マンションを対象とした

マンション敷地売却事業制度等を創設し、平成２６年度税制改正において同事業に係る税制特例措置等（所得税、

法人税、登録免許税、不動産取得税、事業税、事業所税、住民税及び消費税の軽減、控除又は非課税措置）を創

設するとともに、平成２６年度から専門家による相談体制の整備のための予算上の措置を講じている。 

②建築物の耐震化 

・耐震改修促進法により耐震診断が義務付けられる建築物について、耐震改修を行った場合の法人税・所得税の特

例措置（取得価額の２５％の特別償却）及び固定資産税の減額措置（２年間１／２減額）を講じている。（平成

２９年度税制改正において、固定資産税の減額措置を平成３２年３月まで延長。） 

 

課題の特定と今後の取組みの方向性 

・実績値が把握出来ておらず、目標の達成状況について判断できないため、Ｎと評価した。 

・住宅の耐震化については、着実に進捗しているものの平成２５年に改正した耐震改修促進法や平成２６年に改正

したマンション建替法による耐震化に向けた取組の一層の強化や、地方公共団体における耐震化の取組（補助制

度の整備・充実や積極的な普及啓発等）により平成３２年及び平成３７年の目標の達成に向け、引き続き住宅の

耐震化に向けた取組を実施する。 

・建築物の耐震化については、着実に進捗しているものの平成２５年に改正した耐震改修促進法による耐震化に向

けた取組の一層の強化や、地方公共団体における耐震化の取組（補助制度の整備・充実等）により、平成３２年

の目標の達成に向け、引き続き建築物の耐震化に向けた取組を実施する。 

具体的には、 

・地方ブロックごとの地方公共団体との会議を通じ、耐震改修促進法の円滑な運用を図る。 

・耐震診断・耐震改修の促進を図るためには、地方公共団体の補助制度による支援が重要である。特に、耐震改修

促進法により耐震診断が義務付けられた建築物の耐震化に際し、所有者の負担を軽減するためには、地方公共団

体における補助制度の整備・充実が必要であり、地方公共団体に対し引き続き補助制度の整備・充実を要請して

いく。 

 

担当課等（担当課長名等） 

担当課：住宅局建築指導課（課長 淡野 博久） 

関係課：住宅局市街地建築課市街地住宅整備室（室長 呉 祐一郎） 

住宅局住宅生産課（課長 長谷川 貴彦） 

住宅局総務課民間事業支援調整室（室長 中尾 晃史） 

住宅局市街地建築課マンション政策室（室長 野本 英伸） 

 


